
（別記） 

令和８年度本巣市地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

 当該地域は、全水田面積に占める主食用米の割合が約５１％であり、転換作物に占

める割合としては麦、飼料用米、大豆が多く、土地利用型作物を生産する担い手へ一定

の集積が進んでいる。 

主食用米の需要の見通しが減少傾向にある現状において、今後も引き続き他の作物へ

の作付転換を促進することで、水田のフル活用を図っていく必要がある。 
また、市内北部では獣害の発生や高齢化が進む中、農家戸数は減少し、また担い手の人
数も十分ではないことから、不作付け地の拡大が進んでいる。こうした中、水田面積の
維持も喫緊の課題となっている。 
 
２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 

強化に向けた産地としての取組方針・目標 
 
近年、主食用米の国内需要が減少する中で、麦・大豆の生産拡大、非主食用米の生産

拡大並びに当市における地域振興作物である高収益作物の作付を拡大する必要がある。 

○麦・大豆 

担い手への集積が急速に進む状況を踏まえ、効率的作業を可能とする生産性の高い

麦・大豆産地作りを推進していく。 

 

○非主食用米 

産地交付金を利用し、収益力の向上を支援することで実需に対応した生産の拡大や輸

出等の新たな市場の開拓の実施の推進を図る。 

 

○高収益作物 
本市の地域振興作物の栽培振興や銘柄の確立を推進することで収益力強化を図る。 
 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

当該地域の水田転作において、高収益作物の推進を図る上で水利条件の悪い土地や不

作付地となっている水田の畑地化を推進することで水田の有効利用を図る。 

また、当該地域において水稲の作付を行わない作付体系が数年以上定着し、畑作物の

みを作付している水田が無いか、経営所得安定対策等交付金営農計画書及びそれに基づ

く現地ほ場の確認を実施することで畑地化となっているほ場の把握を行う。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

売れる米作りの徹底によって米の主産地としての地位を確保する。前年の需要動向や集

荷業者等の意向を勘案しつつ、米の生産を行う 

 

（２）備蓄米 

備蓄米生産に取組みやすい状況を作り、生産性の向上を図る。 

 



（３）非主食用米 

 飼料用米、米粉用米、新市場開拓用米、加工用米 

 中長期的な視点では、主食用米の需要減が見込まれる中、飼料用米、米粉用米、新市

場開拓用米、加工用米を転換作物の中心作物として位置づける。また、多収品種への転

換をすすめることで、生産量の拡大を図る。 

 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

麦、大豆、飼料作物については、産地交付金を活用して生産性の向上や低コスト化を

図り、さらには非主食用米との作期分散を行うことによって、令和８年には現在の取組

面積からの増加を目標とする。さらに、麦・大豆の作付においては、団地化の推進によ

り作業の効率化を図る。 

 

 

（５）地力増進作物 

米の需要が減少する中、高い収益性が確保できる高収益作物等を導入し安定生産を目指

すためには、水田の地力を向上させる必要がある。有機栽培又は高収益作物等への転換

に向けた土づくりに取組む農業者に対し、取組みやすい状況を作り、生産性の向上を図

る。 

 

（６）高収益作物 

産地交付金を活用し、当市における地域振興作物である「イチゴ」、「トマト」 、「ナス」、

「タマネギ」、「サトイモ」、「キャベツ」、「ブロッコリー」、「黒大豆」、「ニンニク」、「シ

ョウガ」、「徳山唐辛子」、「ジャガイモ」｢十六ささげ｣ ｢まくわうり｣ ｢引法いも｣を地域

振興作物とし、これらを中心に、「その他野菜」や「花き・花木」等の作付を拡大してい

く。 

 



 

 

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

684.9 0 709.9 0 709.9 0

0 0 0 0 0 0

46 0 47 0 47 0

0 0 1 0 1 0

19 0 20 0 20 0

1.3 0 1.3 0 1.3 0

51 0 57 0 57 0

175.1 73.7 170 71 170 71

28.4 23.2 29 23.5 29 23.5

5.0 0.8 6 0.8 6 0.8

・子実用とうもろこし 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

99.1 0 104.5 0 104.5 0

・野菜 93.7 0 98.1 0 98.1 0

・花き・花木 3.9 0 4.5 0 4.5 0

・果樹 1.5 0 1.9 0 1.9 0

・その他の高収益作物 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

・その他作物 0 0 1.0 0 1.0 0

0 0 0 0 0 0

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和８年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

地力増進作物

高収益作物

その他

畑地化

作物等

麦

大豆

飼料作物

そば

なたね

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米



 

 

６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

飼料用米の作付面積(ha) 46 47

米粉用米の作付面積(ha) 0 1

加工用米の作付面積(ha) 51 57

新市場開拓用米の作付面積
(ha)

19 20

合計作付面積(ha) 116.0 125.0

飼料用米の生産費(円/10a) 68,000 70,000

飼料用米の作付面積(ha) 46 47

米粉用米の作付面積(ha) 0 1

加工用米の作付面積(ha) 11 40

合計作付面積(ha) 57 88

麦の作付面積(ha) 151 170

大豆の作付面積(ha) 28 29

飼料作物の作付面積(ha) 0 6

合計作付面積(ha) 179 205

麦の単収(kg/10a) 235 240

大豆の単収(kg/10a) 185 185

イチゴの作付面積(ha) 8.8 16

トマトの作付面積(ha) 1.9 5

ナスの作付面積(ha) 0.7 1.5

タマネギの作付面積(ha) 1.4 4

サトイモの作付面積(ha) 0.2 0.9

キャベツの作付面積(ha) 5.3 6

ブロッコリーの作付面積(ha) 3.1 5

ショウガの作付面積(ha) 0 0.3

黒大豆の作付面積(ha) 0 0.01

ニンニクの作付面積(ha) 0.2 0.5

徳山唐辛子の作付面積(ha) 0.05 0.1

ジャガイモの作付面積(ha) 0.1 0.6

十六ささげの作付面積(ha) 0 0.5

まくわうりの作付面積(ha) 0 0.1

引法いもの作付面積(ha) 0 0.6

合計作付面積(ha) 21.75 39.9

野菜（地域振興作物を除く）
の作付面積(ha)

10 45

果樹の作付面積(ha) 0 1.9

花き・花木の作付面積(ha) 1.6 4.5

雑穀の作付面積(ha) 0 0.01

その他作物の作付面積(ha) 0.09 1

合計作付面積(ha) 11.69 52.41

加工用米の契約面積(ha) 43 57

新市場開拓用米の契約面積
(ha)

17 20

合計契約面積(ha) 60 77

整理

番号
対象作物 使途名 目標

1

飼料用米
米粉用米
加工用米
新市場開拓用米

非主食用米への
助成

6
加工用米
新市場開拓用米

複数年契約への
助成

2
飼料用米
米粉用米
加工用米

多収品種の取組
への助成

3

麦
大豆
飼料作物：イタリアンライ
グラス（基幹作）

麦・大豆・飼料
作物への助成

4

イチゴ
トマト
ナス
タマネギ（生食用含む）
サトイモ
キャベツ
ブロッコリー
ショウガ
黒大豆
ニンニク
徳山唐辛子
ジャガイモ
十六ささげ
まくわうり
弘法いも
※すべて基幹作

地域振興作物へ
の助成

5

野菜（地域振興作物を除
く）
果樹
花き・花木
雑穀
その他作物
※すべて基幹作

野菜等への助成



 

７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名:岐阜県

協議会名：本巣市農業再生協議会

1 非主食用米への助成 1 5,000 飼料用米・米粉用米

1 非主食用米への助成 1 6,000 加工用米・新市場開拓用米

2 多収品種への取組への助成 1 3,000 飼料用米、米粉用米、加工用米

3 麦・大豆・飼料作物への助成（基幹作） 1 6,000 麦・大豆・飼料作物：イタリアンライグラス

3 麦・大豆・飼料作物への助成（二毛作） 2 7,000 麦・大豆

4 地域振興作物への助成 1 7,000

イチゴ・トマト・ナス・タマネギ（生食用含む）・サ

トイモ・キャベツ・ブロッコリー・ショウガ・黒大

豆・ニンニク・徳山唐辛子・ジャガイモ、十六ささ

げ、まくわうり、弘法いも

本巣市農業再生協議会が地域振興作物として定める作物の

作付けに対して、作付面積に応じて助成

5 野菜等への助成 1 4,000 別紙のとおり
水田に作付けられる作物のうち、本巣市農業再生協議会が定

める作物を生産する農業者に対し作付面積に応じて助成

6 複数年契約への助成 1 6,000 加工用米、新市場開拓用米

次の要件の全てを満たす複数年（３年以上）の販売契約等に

基づく取組（作付け）を行っていること。

　2024年産から新規又は更新で結んだ３年分（2024年産～

2026年産）及び、2025年産から新規又は更新で結んだ３年分

（2025年産～2027年産）及び、2026年産から新規又は更新で

結んだ３年分（2026年産～2028年産）を対象とする。

ア　生産者側（生産者又は生産者団体のいずれか）と需要者

側（需要者又は需要者団体のいずれか）の契約であること。

イ　販売契約書に各年産の契約数量及び契約価格（契約価格

の設定方法を含む）が明確に記載されており、かつ、契約不履

行に対する違約条項があること。

ウ　３年間について、契約等数量が維持または増加するもので

あることを要するものとする。

エ　以下の①～⑩の低コスト化等に関するメニューを1つ以上

取組むこと。 　①密播の実施　②疎植栽培の実施　③育苗箱

全量施肥の実施　④側条施肥栽培技術の導入　⑤農薬の苗

箱播種同時処理の実施　⑥農薬の田植え同時処理の実施　⑦

共同（協定）防除の実施　⑧乗用管理機又は無人ヘリによる防

除の実施

　⑨共同利用施設での乾燥調整　⑩フレコン又はバラ形態によ

る出荷

対象作物
※３

取組要件等
※４

以下の①～⑩の低コスト化等に関するメニューを1つ以上取組

むこと。 　①密播の実施　②疎植栽培の実施　③育苗箱全量

施肥の実施　④側条施肥栽培技術の導入　⑤農薬の苗箱播

種同時処理の実施　⑥農薬の田植え同時処理の実施　⑦共同

（協定）防除の実施　⑧乗用管理機又は無人ヘリによる防除の

実施

　⑨共同利用施設での乾燥調整　⑩フレコン又はバラ形態によ

る出荷

・対象作物に係る全作業が2ha以上集積されており、以下の①

～⑥の生産性向上等に関するメニューに1つ以上取組むこと。

①播種・施肥を同時作業の実施。　②排水対策（溝堀り）の実

施。

　③乗用管理機による追肥や防除作業の実施。　④小麦のタ

ンパク質含量を高める取組。（麦のみ）　⑤原料草の水分調整

の実施。（飼料作物のみ）　⑥サイレージ梱包後８時間以内の

密封（ラッピング）の実施。（飼料作物のみ）

整

理

番

号

使途
※１

作

期

等
※２

単価

（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。

　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。

　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。

※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。

※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。

※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。


